
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）１．雇用・労働政策   
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（１）誰もが安心して働ける
環境の整備 

①求職者と人材不足業界と
のマッチング支援強化 

 
 
 
 
 
 
②就職氷河期世代の雇用・就

労機会の実現に向けた能
力開発支援や適切な就
職・定着支援と若年層の就
職・定着を促進させる奨学
金返還の支援 

 
 
・建設、運輸業を始めとした人材不足６業種を営む事業者に対し、求職者

にとって働きやすく魅力ある職場づくりを促すため、人材確保、人材育
成のほか、就業環境の改善に向けた働き方改革の取組に必要な経費の一
部を対象とする補助制度において、補助率の嵩上げを継続して実施して
いく。 

（産業部 産業人材活躍課） 
 
 
・就職氷河期世代を含め求職者に対する就労支援セミナー等を通して、能

力開発を支援していくとともに、就労支援室、女性しごとテラスにおけ
る職業相談に対し、愛知労働局と連携して支援していく。また、現時点
では奨学金返還を支援する補助金の導入は予定していないが、若年層の
地元企業への就職・定着促進のための取組として、「はたらく人がイキ
イキ輝く事業所表彰」受賞事業所等とともに就労マッチングイベントや
同時期に入社する社外人材とのネットワーク「社外同期」と呼ばれるつ
ながりを作る取組、先輩名鑑特設サイトによる情報発信、若年層と企業
の接点を増やすためのイベントの開催などを進めていく。 

（産業部 産業人材活躍課） 
 
 

 
 
・人材活躍支援補助金（２１百万円） 
・働き方改革推進支援補助金 

（１１百万円） 
 
 
 
 
 
・若年者就労支援費（９百万円） 
・就労支援室費（１８百万円） 
・女性就労支援費（４８百万円） 
・デジタル人材育成支援費 

（６百万円） 
・人材マッチング支援費 

（３７百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）１．雇用・労働政策   
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（１）誰もが安心して働ける
環境の整備 

③高齢者や障がい者が活躍
できる機会の創出に取り
組むとともに、安心して働
ける職場環境整備 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
・高齢者や障がい者等の就労を支援するため、就労支援室や女性しごとテ

ラスにおける職業相談に対し、愛知労働局と連携し、継続して支援をし
ていく。 

・また、民間企業での障がい者雇用の促進に関しては、ハローワーク等と
連携して、ダイレクトメールによる啓発チラシを通じて国や県等の支援
体制の紹介を実施していく。 

・性別や年齢、障がいの有無に関わらず、誰もが働きやすく働きがいのあ
る職場環境を整備する働き方改革を推進するため、優良事業所表彰、専
門家派遣を行うとともに、多様な人材の活躍促進のための取組など、中
小企業における働き方改革の取組の実施に対し、必要な経費の一部を支
援していく。 

・就労を通じた高齢者の活躍を支援するため、シルバー人材センターによ
る就業機会の拡大を図っていく。 

（産業部 産業人材活躍課） 
 
・そのほか、障がい者の就労においては障がい者就労・生活支援セ

ンターが企業を訪問し、職場開拓をするとともに、相談対応や就
労及び就労定着の支援、各種支援制度の紹介等に取り組んでい
る。 

（福祉部 障がい福祉課） 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
・働き方改革推進費（アドバイザー
派遣費）（１百万円） 
・働き方改革推進費（啓発事業費） 

（９百万円） 
・働き方改革推進支援補助金 

（１１百万円） 
・シルバー人材センター運営費補助
金（１百万円） 
・高齢者能力活用推進費補助金 

（８６百万円） 
 
 
 
 
 
・障がい者就労・生活支援センター
費（３百万円） 
・障がい者就業・生活支援センター
運営費補助金（１百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）１．雇用・労働政策   
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（１）誰もが安心して働ける
環境の整備 

④外国にルーツのある労働
者に対し、多言語での情報
の提供と母国語による相
談・支援体制の整備・拡充 

 
 
・厚生労働省「労働条件相談ほっとライン（１３言語による電話相談）」

事業の周知を図るとともに、愛知労働局との雇用対策協定に基づき、職
業紹介・職業相談や雇用保険給付手続きなどに関する相談に対し、通訳
を配置するハローワーク豊田と連携して支援していく。 

・就職及び正社員化等のキャリアアップを目指す外国にルーツのある労働
者に対し、「はたらくための日本語教室」を開催するとともに、就労支
援セミナーを実施していく。 

（産業部 産業人材活躍課） 
 
・外国人労働者を含む外国人市民に向け、市ホームページ内のＩｎｔｅｒ

ｎａｔｉｏｎａｌページにより、多言語（やさしい日本語含む）化され
た情報を集約し、分かりやすく発信するとともに、市民や職員に向けや
さしい日本語の普及啓発に引き続き取り組んでいく。 

（地域活躍部 多様性社会共創課） 
 
・外国人労働者を含む外国人市民に対する母国語による相談については、

市の多言語サービスデスクを活用した多言語での相談対応のほか、豊田
市文化振興財団と連携し対応していく。 

（市民部 市民相談課、地域活躍部 多様性社会共創課） 
 

 
 
・定住外国人就労支援費（５百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
・多文化共生まちづくり推進費 

（１４百万円の一部） 
・多文化共生人材育成費 

（７百万円の一部） 
 
 
・市民相談事務費（２５百万円） 
・多文化共生まちづくり推進費 

（１４百万円の一部） 
・多文化共生人材育成費 

（７百万円の一部） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）１．雇用・労働政策   
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（１）誰もが安心して働ける
環境の整備 

⑤ひとり親家庭や、生活保護
受給者の自立的な生活に
向けた就労支援 

 
 
・ひとり親の自立に向け、ハローワークと連携した就労支援や就職するた

めに必要な知識・技能を習得するための資金の貸付、職業能力開発のた
めの講座受講や資格取得のための給付金の給付を行う。 

・母子父子自立支援員による生活・子育て・就業に関する相談など、自立
的な生活に向けた就労支援を総合的に行っていく。 

                 （こども・若者部 おやこ応援課） 
 
・生活保護受給者においては、稼働年齢層（概ね６５歳未満）に該当する

対象者に対し、就労支援に特化したケースワーカー２名及び就労支援員
２名を配置し、ハローワーク等と連携しながら対象者に応じた細やかな
就労相談や就労支援を行っている。 

・また、就労に向け一定の準備が必要な対象者への日常生活習慣の改善等
を支援する「就労準備支援事業」を民間団体に委託し、就労支援の多様
化に向け、より対象者の特性に合った支援の創出・提供を行っている。 

（福祉部 生活福祉課） 
 

 
 
・母子父子家庭自立支援給付費 

（１４百万円） 
・母子家庭等就業支援費（３百万円） 
・母子父子寡婦福祉資金貸付金 

（１２百万円） 
 
 
・生活困窮者自立支援費（うち生活
福祉課分）（１２百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）１．雇用・労働政策   
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（１）誰もが安心して働ける
環境の整備 

⑥男女平等参画の実現と男
女間の格差解消と、女性支
援新法にもとづいたＤＶ
被害など困難な状況にあ
る女性への支援 

 
 
・令和７年３月に作成したクローバープランⅤに女性活躍推進、ＤＶ対策、

困難な問題を抱える女性支援の基本計画等を包含し、総合的に取り組ん
でいく。 

・男女平等参画の実現については、クローバープランⅤに掲げた取組を推
進し、固定的性別役割分担意識の解消、女性活躍のさらなる促進などに
取り組んでいく。 

・労働分野での男女間の格差解消については、女性の就労促進やキャリア
アップのためのセミナーや相談会を開催し、円滑な就労や指導的地位へ
の意識醸成を図るなど女性活躍促進のための支援を行う。 

・ＤＶ被害者など困難な状況にある女性に対しては、相談体制の充実や関
係機関との連携強化を図るなど体制を強化していく。 

（地域活躍部 多様性社会共創課） 

 
 
・相談費（２百万円） 
・啓発費（１百万円） 
・女性のライフプラン・キャリア形 
成支援費（３百万円） 
・働き方改革推進費（１百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）１．雇用・労働政策   
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（１）誰もが安心して働ける
環境の整備 

⑦若者や女性の流出を防ぐ
ため、就労面、生活面で魅
力ある地域づくりに取り
組むこと。 

 
 
・女性の就労を支援するため、個別相談、各種セミナー、職業紹介までを

ワンストップで実施する「女性しごとテラス」において、一人ひとりに
合わせたきめ細かいサポートを実施していく。 

・女性のみならず、誰もが働きやすく働きがいのある職場づくりを推進す
るため、専門家派遣、優良事業所表彰、補助制度等の事業をとおして、
取組を進める事業所を支援していく。 

・また、市内企業の女性従業員の活躍をより一層支援するための協議会を
新たに立ち上げ、関係機関で連携して促進を図る。 

（産業部 産業人材活躍課） 
 
・若者が暮らしやすい環境づくりに向け、婚姻等に伴う住宅費などへの支

援を実施するとともに、子育てしながら働く環境整備のため、こどもの
年齢に応じた預かり支援の充実に取り組んでいく。 

（都市整備部 都市計画課、 
こども・若者部 こども・若者政策課、保育課） 

 
 
・女性就労支援費（４８百万円） 
・働き方改革推進費（アドバイザー
派遣費）（１百万円） 
・働き方改革推進費（啓発事業費） 

（９百万円） 
・働き方改革推進支援補助金 

（１１百万円） 
・人材活躍支援補助金（２１百万円） 
 
 
・結婚新生活支援補助金 

（４９百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）１．雇用・労働政策   
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（２）中小企業への支援強化 
①適正取引・労務費を含めた

価格転嫁に向けた実効性
ある取り組み 

 
 
 
 
 
 
 
 
②中小企業振興と地域活性

化に向け、中小企業振興基
本条例の制定と実効性あ
る取り組みの推進 

 
 
 
 

 
・国では、毎年１１月を下請取引適正化推進月間、３月と９月を価格交

渉促進月間とし、普及・啓発を進めているほか、愛知県では令和５年
２月２７日に「適正な取引・価格転嫁を促し地域経済の活性化に取り
組む共同宣言」を発出した。 

・引き続き、国・県等の動向を注視するとともに、適正取引・価格転嫁
を始めとした経営課題に直面する事業者が、商工会議所等に随時相談
できる体制の維持のために支援していく。 

（産業部 産業振興課） 
 
 
 
・中小企業・小規模事業者の振興策については、「商業活性化プラン（２

０２５〜２０２９）」、「産業振興プラン（２０２５－２０２９）」等
で方針を立て、実効的な計画を定め推進しているところであり、現時点
では改めて条例を制定することは考えていない。 

（産業部 産業振興課） 
 
 

 

 
 
 
 
 
・中小企業団体等事業費補助金 

（８７百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）１．雇用・労働政策   
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（２）中小企業への支援強化 
③ＤＸ、デジタル化とカーボ

ンニュートラル目標達成
に向けて、取り組む産業・
企業に対する支援 

 
・中小企業へのＤＸ、デジタル化の支援として、デジタル技術を活用したリ

スキリング事業や企業の働き方改革を推進する中で、勤怠管理システムの
導入や社内の情報共有ソフトの導入などを実施するほか、ＤＸ推進プラッ
トフォームの運営により、相談対応やデジタル人材の育成などを実施
し、社会環境の変化に対応できるよう引き続き支援していく。 

・ＤＸ化に取り組む建設業に対する支援として、安全性向上、省人化に資
する高度安全機械等の導入にかかる費用の補助を実施していく。 

（産業部 産業振興課、次世代産業課、産業人材活躍課） 
 
 
・カーボンニュートラルに向けては、創エネ・省エネに資する設備導入支

援や相談窓口を継続するほか、セミナー等の啓発活動を引き続き行って
いく。 

（産業部 産業振興課、次世代産業課） 
 
 
 
・カーボンニュートラルの必要性や省エネ及び再エネ導入の実践手法を

学び合う「豊田市脱炭素スクール」を第５期以降も引き続き実施するこ
とで、企業のカーボンニュートラル実現に向けた支援を行っていく。 

・また、引き続きリースやＰＰＡで導入する自家消費型の太陽光発電設備
の導入支援や、太陽光発電設備と次世代自動車の一体的導入支援、ＦＣ
商用車の導入支援を行っていく。 

（環境部 環境政策課） 

 
・イノベーションセンター運営費 

（５０百万円） 
・デジタル技術活用促進費 

（１７百万円） 
・デジタル人材育成支援費 

（６百万円） 
・働き方改革推進支援補助金 

（１１百万円） 
（令和７年度 1 月補正） 
・建設業者高度安全機械等導入促進
補助金 

（５０百万円 繰越明許費含む） 
・新エネルギー活用促進補助金 

（２００百万円） 
 （債務負担行為） 
  期 間︓令和９年度 
  限度額︓１００百万円 
・設備投資奨励金（４７２百万円） 

（令和７年度 1 月補正） 
・中小事業所等ＬＥＤ照明器具更新
費補助金 

（１１５百万円 繰越明許費含む） 
・中小事業所等ＬＥＤ化推進事務費

（２０百万円 繰越明許費含む） 
・カーボンニュートラル取組拡大支
援費（１０百万円） 
 
・地球温暖化防止対策関連費（うち
脱炭素スクール運営業務委託費） 

（４百万円） 
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・民間事業者向け太陽光設置事業費
補助金（２７百万円） 
・事業者向け再エネ次世代自動車普
及促進費補助金（７百万円） 
・ＦＣトラック普及促進費補助金 

（８７百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）２．教育・医療・福祉政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（１） 教育環境の整備・充実 
①学習の機会均等にむけた 
 学校の通信環境の強化と 

情報通信技術支援員の確保 
 
 
 
 
②養護教員の複数配置、スク 

ールカウンセラー、スクー 
ルソーシャルワーカーの
全校配置や連携体制の構
築など人的配置の拡充 

 
③35 人学級の拡大等、学校 

教育環境の変化に合わせ、
学校関連施設の運営課題
の確認と課題解決に向け
た人的・財政両面からの支
援 

 
④部活動改革に向け、地域に

おいてスポーツ・文化活動
が実践できる環境整備お
よび「あいち地域クラブ活
動人材バンク」の周知・活
用 

 
⑤ＬＧＢＴＱ等多様な性や 

生理に対して正しい理解
に向けた教育を推進 

 
・学校の通信環境については、ネットワークの増強等により、十分な通信

環境が確保されている。 
・情報通信技術支援員であるＩＣＴ支援員については、引き続き確保に努

める。加えて学校の要望に対応できるように、遠隔操作での支援や相談
サイト「Ｑ－ｔｏ」の充実を図り、今後も支援体制を整えていく。 

（教育部 学校教育課） 
 
・不登校や心のケアが必要な児童生徒等の推移に注視しつつ、より細や

かに児童生徒や家庭が抱える諸課題に学校とともに取り組むことので
きる体制づくりや人的配置について引き続き検討していく。 

 （教育部 学校教育課） 
 
 
・今後の児童生徒数の推計を基に、各学校の空き教室などの状況や最新 

の学級編成基準を確認し、教室不足が発生しないように改修等を実施し
対応していく。  

（教育部 学校教育課、学校づくり推進課） 
 
 
 
・学校部活動に代わり地域が主体となってこどもたちのスポーツ・文化活

動を支える「とよた地域クラブ活動（愛称︓とよクラ）」への令和８年
９月の完全移行を目指し、人材確保や必要な環境整備等を進める。 

・「あいち地域クラブ活動人材バンク」については、令和７年３月に運用
を開始した「豊田市地域指導者人材バンク」とともに、引き続き活用し
ていく。                       （魅力創造部 学び体験推進課） 

 
・性的指向や性自認に関する理解を深めるため、ｅラーニングを活用した 

教員への研修を行っており、今後も引き続き実施していく。 
（教育部 学校教育課） 
 

 
・学校事務機器整備費（２２百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・こどもの文化・スポーツ地域活動
推進費（３５０百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）２．教育・医療・福祉政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（１）教育環境の整備・充実 
⑥「県民の日学校ホリデー」

について、企業に対して休
みやすい環境の整備を働
きかけるとともに、様々な
事情から出かけることが
できない家庭もあるため、
児童クラブなど子どもの
居場所の確保と、地域企業
や関係団体と連携し、子ど
もたちが地域で学び、楽し
く過ごせる取り組みの推
進 

 
・働きやすく魅力ある職場づくりを促すため、人材確保、人材育成のほか、

就業環境の改善に向けた働き方改革の取組に必要な経費の一部を対象
とする補助制度を継続して実施していく。 

・「県民の日学校ホリデー」においては、令和８年度も引き続き放課後児
童クラブを開設し、親が休めない家庭のこどもの居場所の確保に努めて
いく。 

・今後も関係機関と連携し、こどもたちがより楽しく過ごせる取組を情報
提供していく。 

（こども・若者部 こども・若者政策課、教育部 学校教育課、 
産業部 産業人材活躍課） 

 
・人材活躍支援補助金（２１百万円） 
・働き方改革推進支援補助金 

（１１百万円） 
・放課後児童健全育成費 

（１，８３１百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 

 （分野）２．教育・医療・福祉政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（２）子育て支援・子どもへ
の支援 

①幼稚園教諭・保育士・放課
後児童支援員等の労働環
境と処遇の改善と、研修や
スキルアップ制度などの
環境整備 

 
 
・公立園の保育士については、適正に時間外勤務手当を支給するため、引

き続き、労務時間管理及び制度周知に努める。また、人事院勧告を注視
し、国家公務員や他市との均衡のとれた労働環境を維持していく。会計
年度任用職員の報酬額等に係る待遇については、常勤職員との均衡や他
市の状況、民間企業の給与水準、人材確保の観点等を踏まえて設定して
いく。 

・私立園の保育士については、処遇改善加算、３歳児配置改善加算など国
給付制度を活用し、職員配置、処遇の改善を促進している。加えて、私
立保育所、認定こども園については、国基準より手厚い職員配置基準を
設定しており、公立園と同等の職員配置及び給与水準にすることができ
るよう補助制度を設けている。 

・保育業務支援システムの活用について、これまで登降園管理機能、キャッ
シュレス決済及び保育ドキュメンテーション機能活用による保護者への配
信などを段階的に導入し、保育士の業務効率化や保護者の負担軽減、保育
の質の向上を図ってきた。  

・令和８年度は、更なる業務効率化に向け、引き続きシステム内の機能活用
を進めていくほか、乳児室用のタブレット端末を増設し業務効率を高める
ことで、保育士の負担軽減を図っていく。 

・放課後児童支援員等の賃金については、受託事業者に対し、毎年の運営
評価において、処遇の改善状況を確認している。 

・また、放課後児童クラブの参加児童の出欠確認において、入退室管理シ
ステムを引き続き活用する等、放課後児童支援員の事務負担の軽減に努
めている。 

・保育の質の向上については、公立園の保育士に対し職位や経験に応じて 
実施する研修において、私立園（幼稚園除く）の保育士も合同で研修を 
実施し、市内の保育士のスキルアップに向けた環境整備に努めている。 

・放課後児童支援員についても、市の実施する資質向上研修に加え、受託
事業者でも独自の研修を実施し、放課後児童支援員等がスキルアップす
るための環境整備に努めていく。 
（総務部・人事課、こども・若者部 こども・若者政策課、保育課） 

 
 
 
 
 
 
 
 
・私立こども園振興費 

運営費補助金 （４４３百万円） 
・私立認定こども園振興費 

運営費補助金（１，８３３百万円） 
 
・ＩＣＴ推進費（７１百万円） 
 
 
 
 
 
 
・放課後児童健全育成費 
 （１，８３１百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）２．教育・医療・福祉政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（２）子育て支援・子どもへ
の支援 

②待機児童の解消のため、職
員配置の改善や安全面の
強化などの質の担保され
た保育の受け皿の 整備促
進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③給食費の助成拡充および

質と量の担保 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
・こども園、幼保連携型認定こども園の設備・運営基準において、職員

配置基準、居室面積基準を国の基準より手厚く設定し、幼児教育・保
育の質の向上を図っていく。 

・公立園の職員配置については、令和８年度も増員を予定しており、労
働環境の改善と保育の質の担保を図っていく。 

・私立園においては、大学連携事業で 公私立一体の保育士確保事業を展
開しており、私立施設における保育士採用活動を支援していく。 

・公立施設については、必要に応じて園舎の拡充など、保育の受け皿整
備に努めていく。 

・私立施設については、市独自の補助金を設けて、公私間格差の是正を
図っていく。 

（こども・若者部 保育課） 
 
 
 
・小中特別支援学校及びこども園等の給食費を引き続き無償化するととも

に、食物アレルギー等による弁当持参、市外の特別支援学校や園等に通
園するなど、本市の給食センターによる給食提供を受けられない場合に
ついて、給食費の代替給付を行っている。 

・給食の質と量を維持していくため、引き続き、学校栄養摂取基準等の基
準に沿った必要な栄養素の確保や、多様な食材・料理に触れる機会や行
事・伝統食の実施、地産地食などの取組を進めていく。 

         （教育部 保健給食課、こども・若者部 保育課） 
 
 
 
 
 

 
 
・私立こども園振興費 

運営費補助金 （４４３百万円） 
・私立認定こども園振興費 

運営費補助金（１，８３３百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・子育て特別支援費 

（１１百万円 保健給食課） 
（２８百万円 保育課） 
 
・給食材料費（主食代等） 

（９９１百万円 保健給食課） 
・こども園給食運営費 

（うち給食材料費２６１百万円 保
育課（幼児のみ）） 
・学校給食協会委託料 

（うち副食代１，３３６百万円 保健
給食課） 
・こども園給食運営費 

（うち副食代３１９百万円 保育課） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）２．教育・医療・福祉政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

④虐待の予防と早期発見の
ための児童相談所等の職
員体制強化 

 
 
 
 
 
⑤ヤングケアラー、ダブルケ

アラーの実態把握と対象
者へ対する適切な支援 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・こども家庭センターを中心に妊娠期から子育て期までの継続的な支援、
各種育児支援策の周知を行うとともに、要保護児童DV対策協議会を活
用し、関係機関との連携を図る。 

・また、児童虐待通告に適切に対応するため、こども家庭センターにス 
ーパーバイザーや福祉職を配置し、専門性の向上に努めることで、体 
制強化を図っていく。 

（こども・若者部 こども相談課） 
 

 
・ヤングケアラーについては、こどもたちに日常的に接している学校の教

員に対してチェックリストの活用を促し、早期発見・対応に努めている。
実態把握のためのアンケートを令和７年度に試行的に２校に実施した。
また、令和８年度にはヤングケアラーのピアサポート事業の実施を予定
している。 

（こども・若者部 こども相談課、教育部 学校教育課） 
 
・高齢者のいる世帯へは、必要に応じて地域包括支援センター職員による

訪問を行い、リーフレット等により介護サービス制度や認知症への理解
を促していき、個別支援については、重層的支援体制推進事業等による
包括的な支援体制の中で、世帯の状況に応じた適切な支援につなげてい
く。 

（福祉部 よりそい支援課） 
 
・ダブルケアラーについては、誰もが働きやすい環境を整えるため、専門

家を派遣することで企業等がダブルケアへの理解促進や育児介護休暇
制度の充実などに向けた取組を推進できるよう、働き方改革アドバイザ
ー・講師派遣制度を引き続き実施していく。 

（産業部 産業人材活躍課） 
 

 

 
 
 
・児童虐待防止対策費 

（うち、スーパーバイザー等報償費） 
（１百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・重層的支援体制整備事業費 多機
関協働費（６４百万円） 

 
 
 

 
 

・働き方改革推進費（アドバイザー
派遣費）（１百万円） 
・働き方改革推進費（啓発事業費） 

（９百万円） 
・働き方改革推進支援補助金 

（１１百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）２．教育・医療・福祉政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（２）子育て支援・子どもへ
の支援 

⑥子どもの貧困について、誰
もが利用しやすい居場所
づくりの推進、フードバン
クなどの NPO 団体への支
援、相談支援体制の強化 

 
 
・生活困窮世帯を対象とした子どもの学習・生活支援事業については、引

き続き市内６か所で実施するとともに、社会福祉協議会と連携し、地域
で主体的に運営されている子ども食堂の継続的な運営支援や新規設置
に関する相談支援を行うなど、居場所の確保に向けた取組を推進してい
く。 

・フードバンクを実施する団体に対しては、子ども食堂との一層の連携が
図れるよう、社会福祉協議会とともに必要に応じて支援していく。  

・個別支援については、重層的支援体制推進事業等による包括的な支援体
制のもと、世帯の状況に応じた適切な支援を行うとともに、子どもの学
習・生活支援事業や地域の子ども食堂などにつなげていく。 

（福祉部 よりそい支援課） 
 

 
 
・生活困窮者自立支援費（うちより 
そい支援課分）（９５百万円） 
 
 
 
 
 
・重層的支援体制整備事業費 多機 
関協働費（６４百万円） 

 
 
 
 
 
 

15



連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）２．教育・医療・福祉政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（２）子育て支援・子どもへ
の支援 

⑦児童・生徒、若年層の自殺
防止対策の強化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑧「産後ケア事業」の拡充と

利用促進に向けた対象者
への周知の徹底 

 
 
・健康づくり豊田２１計画（第四次）に「こころの健康づくりの推進」を

位置付けており、多様な手法による相談窓口の情報発信や、うつ病等の
精神疾患に関する正しい知識の普及啓発に取り組むとともに、身近な人
のこころの不調を始めとする様々な悩みに気付いて、適切な支援につな
ぐゲートキーパー養成研修を推進していく。 

（保健部 保健支援課） 
 
・不安や悩みを教職員に直接訴えることが難しいこどもたちのため、教員

が児童生徒の悩みを素早く把握するツールとして、学習用タブレットを
活用した相談システムを取り入れ、早期発見・早期対応に努めている。
  

・「ハートサポートプログラム」に基づき、教職員の教育相談技術の向上
や、こどもの悩みの把握、教育相談体制の見直しなど、こどもの命を守
るための取組を引き続き推進していく。 

                     （教育部 学校教育課） 
 
 
・産後ケア実施機関が、兄姉や生後４か月以降のこどもを受け入れやすい

ように、制度を見直すとともに、利用者の利便性の向上を図るため、利
用方法を簡素化することで、更なる利用促進を図る。また、母子健康手
帳交付時、各種教室、おめでとう訪問等において周知するほか、市ホー
ムページ、市公式 LINE 及びとよたのコマドを活用した情報発信を継続
していく。 

（こども・若者部 おやこ応援課） 

 
 
・心の健康づくり推進費（１百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・産後ケア事業費（２５百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）２．教育・医療・福祉政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（３）医療体制の充実 
①骨髄提供者助成事業整備

への働きかけ 
 
 
 
 
 
②かかりつけ医と地域医療

支援病院との連携促進な
ど地域医療体制の強化 

 
 
 
 
 

（４）高齢者福祉 
①介護職員処遇改善加算の

申告の徹底、介護従事者の
働きがいのある職場づく
りの推進 

 
 
 

 
・骨髄提供者及び骨髄提供者を雇用する事業所が助成を受けられる体制 

を整備して、骨髄・抹消血幹細胞移植の推進及び骨髄バンク登録者の増
加を図っており、引き続き、本事業について骨髄バンク登録会等で周知
していく。  

（保健部 健康政策課） 
 
 

・かかりつけ医を支援する地域医療支援病院の体制強化に向け、３次・小
児救急や高額医療機器購入の支援を拡充し、地域医療体制の強化を図っ
ていく。 

（福祉部 地域包括ケア企画課） 
 
 
 
 
 
・制度改正に合わせて、介護職員処遇改善加算の算定要件や届出方法を市

ホームページで周知するほか、算定手続きに関して随時相談対応を行っ
ている。 

・働きがいのある職場づくりについては、介護サービス事業所の生産性向
上のための研修を行うとともに、職場改善コーディネーターの派遣によ
り、働きやすい職場づくりを支援し、介護人材の定着を図っていく。 

（福祉部 介護保険課） 
 

 
・骨髄提供者等助成事業補助金  

（１百万円） 
 
 
 
 
 
・救命救急センター機能運営費補助 
金（２４３百万円） 
・小児救急医療支援病院運営費補助 
金（２１百万円） 
・公的病院医療機器整備費補助金 

（１００百万円） 
 
 
 
・介護人材確保事業費（１６百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）２．教育・医療・福祉政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（４）高齢者福祉 
②介護施設での虐待やハラ

スメント防止のための研
修、指導の充実 

 
 
 
 
③地域包括ケアシステムの

深化・推進と地域包括支援
センターの周知 

 
 
 
 

 
・虐待等の未然防止のため、事業者講習会で周知している他、国のマニュ

アル等に沿って、運営指導などの機会を捉え、随時指導助言を行ってい
く。 

・個別のケースに対しては必要に応じて、施設職員・入居者家族等からの
相談に対応していく。 

（福祉部 介護保険課） 
 
・地域包括ケアシステムの深化・推進を図るため、第９期高齢者保健福祉

計画・介護保険事業計画、第２次在宅医療・福祉連携推進計画に位置付
けた、在宅医療と福祉の連携強化、地域包括支援センターの機能強化等
の各種事業を実施していく。 

（福祉部 地域包括ケア企画課） 
  
・地域包括ケアシステムの中核を担う地域包括支援センターについては、

市ホームページ、くらしの便利帳での周知のほか、交流館等地域の拠点
でのパンフレット配架等により、広く情報提供を行っている。さらに、
地域包括支援センターが担当地区の高齢者支援を通じて地域住民や団
体と連携を深める中で認知度を高めていく。 

（福祉部 高齢福祉課） 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
・在宅医療・介護連携推進事業費 

（１８百万円） 
 
 
 
 
・地域包括支援センター運営費 
(９２３百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）２．教育・医療・福祉政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（４）高齢者福祉 
④認知症高齢者への対策と

介護を行っている家族へ
の支援 

 
 
 
 
 
 
⑤孤独死防止に向けた民生

委員等による孤独高齢者
の掘り起こしと関係団体
との連携支援 

 
 
 
 
 
 
⑥高齢者の健康維持・介護予

防のための、希望する高齢
者が就労や社会貢献活動
に取り組める社会づくり
と、高齢者の健康診断受診
率の向上への取り組み 

 
・認知症高齢者やその家族に対し、個人賠償責任保険への加入やＧＰＳ機

器の補助、認知症の対応方法等に特化した相談窓口であるオレンジほっ
とテラスの設置、若年性認知症本人・家族会、認知症介護家族会の開催
等を行い、介護負担の軽減を図っている。また、認知症初期集中支援推
進事業なども組み合わせた総合的な認知症対策により、安心して地域で
暮らせるよう引き続き支援していく。 

（福祉部 高齢福祉課） 
 
 
・引き続き、地域包括支援センターや民生委員児童委員の地域活動を通じ

て、「ひとり暮らし高齢者等登録制度」の周知を進め、地域における見
守り体制の活用を促していく。 

・また、身寄りを頼ることのできない人への支援については、支援調整を
行う相談窓口を運営するとともに、地域包括支援センターなどを通じて
当該窓口の存在を広く伝えるなど、社会福祉協議会と連携して取り組ん
でいく。 

（福祉部 よりそい支援課） 
 
 
・健康診断への直接的な支援ではないが、企業が実施する健康研修や社内

教育等の実施に係る費用については、人材活躍支援補助金において支援
を行っていく。 

（産業部 産業人材活躍課） 
  
・受診勧奨通知の送付やＳＮＳを活用した周知・勧奨等、受診率向上の取

組を実施していく。  
（保健部 健康政策課） 

 
・認知症伴走型支援事業費 

（３百万円） 
・徘徊高齢者機器利用促進費補助金 

（１百万円） 
・徘徊高齢者家族支援費（２百万円） 
・認知症初期集中支援事業費 

（１０百万円） 
 
 

・身寄りのない高齢者等支援費 
（９百万円） 

 
 
 
 
 
 
 
 

・人材活躍支援補助金（２１百万円） 
 
 
 
 
・後期高齢者医療健診費  

（２８２百万円）  
・被保険者健診費（４０百万円）  

・特定健康診査費（２３６百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）２．教育・医療・福祉政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（５）孤独・孤立対策 
①孤独・孤立対策支援法にも

とづく対策協議会の設置
および実態把握と必要と
なる支援の実施 

 
・対策協議会は、既存の重層的支援体制に位置付けられている支援会議を

充てることで、会議体の重複を避けつつ、必要な情報交換及び支援内容
に関する協議を行うこととしている。 

・実態把握は、市や社会福祉協議会などの相談支援機関に直接相談に訪れ
ることで把握するほか、地域における民生員児童委員や地域包括支援セ
ンター等の活動の中で把握している。 

・必要な支援については、引き続き、関係課及び関係機関と連携して重層
的支援体制推進事業による包括的な支援体制で適切な支援につなげて
いく。 

（福祉部 よりそい支援課） 

 
・つながり合い推進費（１２百万円） 
 
 
 
 
 
・重層的支援体制整備事業費 多機 
関協働費（６４百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）３．暮らし政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（１）防災・減災対策と安全
なまちづくり 

①災害時要配慮者への正確
な情報伝達と安全な避難
行動に向けた対策 

 
 
 
 
 
 
 
②多言語対応されたハザー

ドマップの整備と周知の
徹底 

 
 
 
 
 
 

 
・災害時の情報伝達機能の強化を図るため、緊急メールとよたへの登録促

進も図りつつ、防災ラジオの補助期間を廃止し、１世帯に１台は常時３，
０００円で販売することや、市内の事業所に対して定価での販売を継続
するなど、災害時の情報伝達機能の強化を図っていく。 

・安全な避難行動に向けた対策として、災害時における各自の避難行動計
画を予め決めて、自ら判断して避難行動につなげるマイ・タイムライン
の作成支援の促進を継続して行っていく。 

（地域活躍部 防災対策課） 
 

 
 
・地震・洪水ハザードマップについては、既に多言語化に対応しているた

め、出前講座などにおいて周知を図っている。 
・地震ハザードマップについては、令和７年度に実施した地震被害予測調

査の結果を踏まえた見直しを行っていく。 
（地域活躍部 防災対策課） 

 
 
 

 
・防災設備維持管理費 

（３１百万円） 
・災害時情報通信設備整備費 

（３９百万円） 
・防災啓発費（９百万円） 
 
 
 
 
 
 
・ハザードマップ作成費 

（８百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）３．暮らし政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（１）防災・減災対策と安全
なまちづくり 

③災害時に連携できるよう、
地域住民・企業・NPO な
どの関係団体が平時から
「顔の見える関係」を構築
できる場の設置 

 
 
 
 
 
④帰宅困難者等の受け入れ

施設となる公共施設の周
知徹底と徒歩帰宅支援ス
テーションの拡充 

 
 

 
 
・地域住民・企業・ＮＰＯ等の関係団体が、平時から顔の見える関係を構

築するため、社会福祉協議会と連携した、ボランティアコーディネータ
ー養成講座や、愛知工業大学と連携した、企業 BCP 作成セミナーを開
催している。 

・また、関係団体が一堂に会する「とよた防災啓発推進協議会」を、令和
元年度から開催しており、市民及び地域の防災意識の向上と普及を図る
ことを目的として、防災啓発に取り組んでいく。 

（地域活躍部 防災対策課） 
 

 
・「豊田市駅・新豊田駅周辺の帰宅困難者対策推進協議会」を通じ、一時滞

在施設の運営マニュアルを作成し、周知を図るとともに、協議会での取組
成果を、他の駅周辺の帰宅困難者対策などにも横展開していきたいと考え
ている。 

・徒歩帰宅支援ステーションは、愛知県において設置しているため、今後
も愛知県と連携して、店舗の拡大や周知を図っていく。 

（地域活躍部 防災対策課） 
 

 
 
・災害ボランティア対策費 

（２百万円） 
・企業防災推進費（１百万円） 
 
・防災啓発費（９百万円） 
 
 
 
 
 
・防災計画費／帰宅困難者対策費 

（１百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）３．暮らし政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（１）防災・減災対策と安全
なまちづくり 

⑤地域住民の避難所となる小
中学校の体育館などへの空
調の設置や、災害時要配慮
者用の備蓄品の拡充とプラ
イバシー確保およびライフ
ライン途絶時における衛生
的な環境の確保 

 
 
⑥消防団の体制強化のため、

若年層および外国人の消
防団への加入促進とイン
センティブの導入 

 
 

 
 
・近年の災害における被災地の実態や社会情勢等を踏まえ、食料や生活用

品など、災害時要配慮者用備蓄物資を継続して整備する。 
・避難者用テント等のプライバシーを確保する資機材及び液体歯磨き等の

ライフライン途絶時における衛生的な環境を確保する資機材については
災害用備蓄物資等配備計画に基づき、継続して整備する。 

（地域活躍部 防災対策課） 
 
 
 
・若年層及び外国人の消防団員確保に向けた取組として、関係団体と連携

しながら、令和 7 年度に作成したポスターやチラシを活用することで、
入団促進を図っていく。 

・団員へのインセンティブについては、「豊田市消防団応援の店」の拡充
を図るため、団員が普段から利用する店舗などへ登録の働きかけを行う
とともに、すでに登録している店のＰＲを進め、団員の利用機会を増や
す。また、防火管理者の資格等、団員の優遇措置についてもＰＲを行っ
ていく。大学生に対しては、豊田市学生消防団活動認証制度の普及浸透
を進めていく。 

（地域活躍部 防災対策課） 
 

 
 
・避難者対策費（３４百万円） 
 
・防災啓発費（９百万円） 
 
 
 
 
 
 
・消防団充実強化推進費 
（４２百万円） 
 

 
 
 

23



連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）３．暮らし政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（１）防災・減災対策と安全
なまちづくり 

⑦豪雨災害を防止するため、
道路冠水想定箇所の現状
点検と冠水防止に向けた
対策の推進 

 
 
 
 
 
 
⑧自治体における災害用備蓄

食料等入れ替え時のフード
バンク団体などへの提供 

 
 
 
⑨既存家屋の耐震化に向け

た相談体制の強化および
耐震化工事に対する支援 

 
 

 
 
・道路の冠水想定箇所における対応としては、引き続き排水施設の定期点

検や清掃を行い適正な機能維持に努めていく。 
（建設部 道路維持課） 

 
・総合雨水対策マスタープランに基づき、河川改修や雨水貯留施設の整備

などのハード対策を進め、豪雨災害防止に取り組んでいく。 
（建設部 河川課） 

 
 
 
・賞味期限を迎える災害用備蓄食料や飲料水等については、市や自治区等
が開催するイベントや防災訓練、関係団体が開催する子ども食堂等で配
布し、防災啓発や防災教育に活用している。 

（地域活躍部 防災対策課） 
 
 
・倒壊の危険性が高い、昭和５６年以前に建てられた建築物については、

今後も耐震診断や耐震改修等補助事業を積極的に進めていく。 
（都市整備部 建築相談課） 

 
 
・道路修繕費（１，６６３百万円） 
 
 
 
・河川改良費   （４８４百万円） 
・流域貯留施設整備費（４４百万円） 
 
 
 
 
・避難者対策費（３４百万円） 
・緊急生活物資備蓄対策費／帰宅困
難者対策費（６百万円） 
 
 
 
・耐震診断費（無料耐震診断） 

（１５百万円） 
・耐震補強工事費等補助金 

（６４百万円） 
・民間非木造建築物耐震化補助金 

（９百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）３．暮らし政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（１）防災・減災対策と安全
なまちづくり 

⑩橋梁、道路、トンネル、上
下水道など社会資本の適
切な維持管理と計画的な
更新の実施および必要と
なる人材の確保・育成など
への支援 

 
 
・橋梁、道路、トンネル、上下水道などの社会資本については、豊田市公
共施設等総合管理計画及び個別施設計画に基づき、適切な維持管理や計画
的な更新等を実施し、安全・安心なまちづくりを推進していく。 

（企画政策部 資産経営課） 
 
・建設、運輸業を始めとした人材不足６業種を営む事業者に対し、求職者
にとって働きやすく魅力ある職場づくりを促すため、人材確保、人材育成
のほか、就業環境の改善に向けた働き方改革の取組に必要な経費の一部を
対象とする補助制度において、補助率の嵩上げを継続して実施していく。 

（産業部 産業人材活躍課） 
 

 
 
 
 
 
 
 
・人材活躍支援補助金（２１百万円） 
・働き方改革推進支援補助金 

（１１百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）３．暮らし政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（２）防犯・交通事故削減へ
の整備および安心・安全な
交通インフラの維持 

①関係機関と連携した交通
安全対策の強化 

 
 
 
②自転車の自賠責保険の加

入促進。ヘルメット購入補
助制度活用に向けた周知 

 
 
 
 
③「侵入盗」、「自動車盗」へ

の対策強化と防犯カメラ
等の犯罪抑制となる機器
の設置および増設 

 
 
 
 
 
④自転車および特定小型原

動機付自転車に関するル
ールの周知 

 
 
 
・道路管理者や警察署等と連携しながら交通安全対策を実施するととも

に、必要に応じ国県等へ要望していく。 
（地域活躍部 交通安全防犯課） 

 
 

・自転車損害賠償保険等への加入促進を始め、自転車の安全利用、ヘルメ
ットの着用促進等について、自転車乗車用ヘルメット購入費補助制度の
周知及び自転車安全利用講習等を通じて、関係機関と連携して、引き続
き重点的に実施していく。 

（地域活躍部 交通安全防犯課） 
 
 
・警察との情報の共有化を図り、侵入盗や自動車盗などの多発地区を中心

に、引き続き地域安全指導員（警察官ＯＢ）や民間警備会社による青色
防犯パトロールを実施していく。 

・主要交差点に設置した防犯カメラを引き続き運用していくほか、自治区
等を対象とした防犯カメラの新設、更新、移設に要する経費への補助制
度を実施し、設置維持及び拡大を促進する。 

（地域活躍部 交通安全防犯課） 
 
 
・関係機関と連携し、自転車安全利用講習等を通じて、特定小型原動機付

自転車も含めた交通ルールの周知を図っていく。 
（地域活躍部 交通安全防犯課） 

 
 
 
・事故防止対策費（３０２百万円） 
 
 
 
 
・交通安全学習センター管理運営費 

（１９６百万円） 
・自転車乗車用ヘルメット購入費 
補助金（７百万円） 
 
 
 
・犯罪抑止活動費 (８８百万円） 
 
 
・主要交差点防犯設備整備費 
(１４百万円) 
・防犯設備整備費補助金 

（１２百万円） 
 
 
 
・交通安全学習センター管理運営費

（１９６百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）３．暮らし政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（２）防犯・交通事故削減へ
の整備および安心・安全な
交通インフラの維持 

⑤安心・安全な交通インフラ
維持のため、自治体ライド
シェアを導入検討する際
の地域公共交通会議での
真摯な議論の実施 

 
 

（３）差別のない社会の実現 
①人権が尊重されるまちづ

くり条例の制定 
 
 
 
 
 
 
 
 
②ＬＧＢＴ理解増進法にも

とづき、多様性に対する理
解促進に向けた啓発強化 

 
  

 
 
 
・自治体ライドシェアの導入に向けては、地域交通の維持に必要な手段で

あるものの、安全性への課題があることから、地域の交通事業者の協力
は必須と考えている。地域交通に関係する方々で構成される地域公共交
通会議においての丁寧な議論を経て実施していく。 

（都市整備部 交通政策課） 
 
 
 

・人権問題については、人権擁護委員や法務局と協力し人権教室等を行
い、引き続き啓発を行っていく。  

・また、毎月「くらしの人権相談」を行い、人権擁護委員が人権全般の相
談に対応をする。  

・条例制定については、令和４年４月１日に施行された愛知県人権尊重の
社会づくり条例の趣旨を踏まえ、啓発及び相談事業をより着実に実施し
ていく。  

（市民部 市民相談課） 
 
 

・講演会や研修会の開催、集客イベントにおけるブース出展、ジェンダー
平等推進に関する情報誌「クローバー」への記事掲載、幅広い市民を対
象とした「さんかくフェスタ」でのブース出展などを通し、多様な性の
在り方への理解促進に向けた周知啓発を強化していく。 

・また、本市を拠点として活動する性的少数者を支援する市民活動団体等
と連携を図り、幅広い啓発活動を実施していく。 

（地域活躍部 多様性社会共創課） 
 
 

 
 
 
・地域内交通確保調査費（５百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
・人権推進費（２百万円） 
・市民相談事務費（２５百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
・性的少数者理解促進費（１百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）３．暮らし政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（３）差別のない社会の実現 
③就職採用選考における差

別防止する為、「統一応募
用紙の使用」「個人の適
正・能力判定に不要な質問
の禁止」「健康診断は必要
な特定職種に限定」を企業
や関連団体等に周知徹底 

 
 
④様々な事情から、既存の婚

姻制度を利用できないパ
ートナーなどに対する「パ
ートナーシップ制度」「フ
ァミリーシップ制度」の導
入検討および「愛知県ファ
ミリーシップ宣誓制度」利
用者に対する、家族を対象
とした行政サービス適用
制度の構築 

 
 

 
・ハローワーク豊田と連携し、公正採用選考の啓発チラシをダイレクトメ

ールで送付するなど、不適切な採用選考の実態や公正採用に向けた具体
的な留意点の周知に取り組んでいく。 

（産業部 産業人材活躍課） 
 
 
 
 
 
・本市では、令和３年７月に「豊田市ファミリーシップ宣言制度」を開始

し、制度利用者に対し市営住宅の入居や「結婚新生活支援補助金」の対
象に加えるなどの行政サービスを行っている。 

・令和６年４月に愛知県が「愛知県ファミリーシップ宣誓制度」を開始し
たことに伴い、本市の制度利用者が県営住宅の入居の対象となるなど行
政サービスを拡大している。 

・本市在住の「愛知県ファミリーシップ宣誓制度」利用者を対象とした行
政サービスの適用については、引き続き、市の関係部署に働きかけを行
っていく。 

（地域活躍部 多様性社会共創課） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・性的少数者理解促進費（１百万円） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）３．暮らし政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（４）健全な消費社会と環境
社会の実現 

①カスタマーハラスメント
の防止に向けた消費者へ
の啓発 

 
 
 
 
②特殊詐欺等の対策、周知、

相談窓口の体制強化と若
年層にむけた啓発強化 

 
 
・カスタマーハラスメント対策として、国の「カスタマーハラスメントの

防止対策の推進に係る関係省庁連携会議」での議論の動向を注視すると
ともに、令和７年１０月に施行された愛知県カスタマーハラスメント防
止条例の趣旨を踏まえ、国・県と協調した消費者への啓発に努めていく。 

（市民部 市民相談課、産業部 産業人材活躍課） 
 
 
・悪徳商法による消費者被害やトラブル防止のためには、相談件数が増え

ている事案や新しい手口、注意が必要な商法について、市民へのタイム
リーな情報提供が必要である。引き続き、消費生活講座の開催やテレ
ビ・ラジオを通じた情報提供に努め、市民各層への啓発活動に注力して
いく。 

（市民部 市民相談課） 
 
・特殊詐欺被害等防止機器購入費補助制度を引き続き実施し、固定電話への

入電で始まる特殊詐欺の未然防止を図る。 
・豊田警察署及び足助警察署との円滑な連絡体制を維持し、犯罪情報の収

集、市民への迅速な情報提供に努める。 
・無人のＡＴＭ設置施設や住宅街などへの広報車両による地域安全巡回、高

齢者交通安全防犯世帯訪問事業及び出前講座による啓発を引き続き実施し
ていくとともに、予兆電話が確認された場合や被害が発生した場合は、
緊急メールとよた、防災ラジオなどで注意喚起を行っていく。 

（地域活躍部 交通安全防犯課） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・消費者啓発費（５百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
・消費者啓発費（５百万円） 
 
・特殊詐欺被害等防止機器購入費補 
助金（１／２）（８百万円） 
 
・犯罪抑止活動費（８８百万円） 
・交通安全教育費（１4 百万円） 

 
 
 

29



連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）３．暮らし政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和８年度当初予

算) 
その他参考事項 

（４）健全な消費社会と環境
社会の実現 

③食品ロス削減と生活困窮
者への食糧支援のためフ
ードバンク活動の普及促
進と支援 

 
 
 
④脱炭素社会、持続可能な

社会をめざした生活様式
の転換の周知・啓発およ
び、配達車両から排出さ
れる二酸化炭素排出量の
削減につながる宅配ボッ
クスの設置への補助な
ど、省エネや CO₂ 削減
に対し実効性のある取り
組みへの支援 

 
 
 
・食品ロス削減月間や各種イベント等におけるフードドライブの実施、団

体や事業者が行うフードドライブ活動への支援などを行い、食品ロス削
減を図っていく。 

・市民から提供された食品等は社会福祉協議会などと連携し、生活困窮者
への支援や子ども食堂の取組に活用していく。 

（環境部 循環型社会推進課、福祉部 よりそい支援課） 
 
 
・２０５０年のゼロカーボンシティ実現を目指し、市民、事業者等の行動

変容を促すため、引き続き、市民運動「とよた・ゼロカーボンアクショ
ン」を展開し、節電や３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）、食
品ロス削減等の環境配慮行動を促していく。 

・市民運動の展開に当たっては、貴団体も参画する協議会「とよた・ゼロ
カーボンネットワーク」を中心に運動を推進していく。 

・また、宅配ボックスの設置補助については、国において、玄関前に荷物
を届ける置き配や、宅配ボックスへの配送を、宅配便の標準サービスに
位置づける動きがあることなどから、国の動向や社会情勢を踏まえた上
で、ＣＯ２削減の観点における補助の必要性について、判断していく。 

（環境部 環境政策課） 

 
 
 
・食品ロス削減推進費（１百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
・地球温暖化防止対策関連費（とよ
た・ゼロカーボンネットワーク負担
金）(１０百万円) 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）４．地域・行政改革政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（１）公契約条例の制定の推
進と適正な運用 

①公契約を活用した適正な
労働条件の確保とさらな
る政策推進と検証 
・検討会議等設置し、関係

団体と連携を図り、早期
に条例の制定 

・賃金条項の制定に向けた
協議の実施 

 
 
・令和４年４月に豊田市公契約条例を制定したが、法令を上回る賃金を規定

することの法的合理性、客観的な根拠に基づく積算など、解決すべき課題
が多いことや、賃金支払の報告、確認における受注者、発注者双方の事務
負担が大きくなることから、賃金条項は設けていない。ただし、特定公契
約という一定の基準に基づく契約については、地域別最低賃金以上の賃金
が支払われているかを、引き続き確認していく。 

（総務部 契約課） 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）４．地域・行政改革政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（２）政治への参画 
①投票日の周知徹底と期日

前投票の延長など投票率
向上の取り組み 

 
 
 
 
 
 
②投票所（期日前投票所を含

む）増設と共通投票所の設
置拡大 

 
・投票日の周知と投票率向上に向けて、引き続き市ホームページへの掲載、

ケーブルテレビやＦＭラジオを活用した広報、啓発物品の配布などの取
組を行っていく。 

・令和６年衆議院議員総選挙から、旭・足助・稲武・小原・下山地区及び
Ｔ－ＦＡＣＥの期日前投票所の開設期間を、従来の７日間から８日間へ
延長して行い、今後も継続していく。 

（選挙管理委員会事務局） 
 
 
・当日投票所は、市内１２６か所及び T-FACE A 館（複合商業施設）に

共通投票所を開設した。共通投票所では、令和７年参議院議員通常選挙
で１，９０４人（令和４年参院選１，０６０人）と多くの人が投票に訪
れた。また、同会場に設置した期日前投票所では、令和７年参議院議員
通常選挙で１１，４８７人（令和４年参院選６，２３１人）が投票して
おり、買い物や食事に来た市民にとって利便性の高い投票環境の整備に
つながったため、今後も継続していく。 

・期日前投票所は、市内１３か所及び自動車学校等の３か所にバスを使用
した移動期日前投票所を開設した。当面は、これらの取組を継続して実
施することにより、投票率向上を図っていく。 

（選挙管理委員会事務局） 
 

 
・選挙啓発事務費（１百万円） 
 
・県知事選挙事務費（１１７百万円） 
 
・県議会議員選挙事務費 

（５０百万円） 
（債務負担行為） 
 期 間︓令和９年度 

限度額︓３３百万円 
・市議会議員選挙事務費（９百万円） 
（債務負担行為） 
 期 間︓令和９年度 

限度額︓１１４百万円 
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連合愛知豊田地域協議会「２０２５〜２０２６年 働くことを軸とする安心社会」実現のための要望書への回答 
 
 （分野）４．地域・行政改革政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（３）健全な財政の運営 
①歳出についての政策・行政

評価、情報公開と効率的な
執行 

 
・総合計画の評価については、指標の推移や施策を取り巻く社会環境の変

化、施策の進捗状況などを踏まえ、施策・事業の見直しや新規立案を行
っていく。 

・歳出全般の効率的な執行については、健全財政の維持を念頭に、令和８
年度当初予算編成方針に基づいた予算編成を行った。 
予算編成の基本方針（抜粋） 
（１）第９次総合計画「ミライ実現戦略２０３０」の目指す姿や施策

に寄与する取組を着実に推進します。 
（２）市民生活の「安全・安心」を確保する取組を着実に推進します。 
（３）将来を見据えたまちづくりへの投資を計画的かつ効果的に推進

します。 
（４）持続可能な財政運営を図るため、歳入の積極的確保と歳出の最

適化を推進します。 
・歳出全般の情報については、予算実績報告書、広報とよた及び市ホーム

ページ等で公開をしていく。 
・歳出の行政評価については、引き続き事業・事務最適化の取組の中で、

見直すべき事業を抽出し、評価する。その上で特に見直しが必要な事
業・事務を特定し、期間を定めて最適化を推進していく。 

 
（企画政策部 企画課、企画政策部 財政課、総務部 行政改革推進課） 
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 （分野）４．地域・行政改革政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（４）良質で公平な公共サー
ビス 

①非常勤職員や会計年度任
用職員に対する、給与改定
時の常勤職員に準じた遡
及適用など、常勤職員との
均等・均衡待遇の確保 

 
 
 
②各種行政手続の電子化を

はじめとする行政運営の
デジタル化の推進と多言
語化の推進 

 
 
・会計年度任用職員の報酬額等に係る待遇については、常勤職員との均衡
や他市の状況、民間企業の給与水準、人材確保の観点等を踏まえて設定し
ていく。 

（総務部 人事課） 
 
 
 
 

・第２次デジタル強靱化戦略に基づき、市民等への情報発信を充実させる
とともに、各種オンライン手続き・申請の利便性やサービスの質の向上
を実現していく。加えて、業務環境についてデータ連携を基軸としたも
のにしていく必要があることから、令和７年度のとりまとめを踏まえて
必要な整備を進めていく。 

・また、既に導入しているＡＩチャットボット、ＡＩ―ＯＣＲ、ＲＰＡ等
の活用促進を図るとともに、それに必要なＢＰＲ（業務の見直し）及び
業務集約化に関する取組を重点的に進めていく。 

（総務部 情報戦略課） 
 
・地域共生社会の実現に向けた相互理解の促進及び意思疎通の円滑化に関

する条例の制定に併せて施行した「ユニバーサル市役所『とよた』ガイ
ドライン」の中で、外国人向けの配慮として、多言語化及びやさしい日
本語化の考え方を定め、各種行政手続きにおける多言語化を推進してい
く。 

（地域活躍部 多様性社会共創課） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・デジタル化・スマート化推進費 

（９５百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
・多文化共生人材育成費 

（７百万円の一部） 
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 （分野）４．地域・行政改革政策  
 

要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和８年度当初予算) 
その他参考事項 

（５）各種審議会・委員会へ
の多様な市民参画 

①行政の各種審議会・委員会
において、市民、労働者、
女性、若者、高齢者、障が
い者など、多様な主体の意
見が的確に反映される仕
組みを構築すること。 

 
 
②勤労者団体を含む、多様な

立場からの委員参画を、計
画的かつ積極的に推進す
ること。 

 
 
・多様な主体からの意見が反映される公正で透明性の高い開かれた行政

運営を推進するために、各種審議会・委員会の設置目的及び審議事項
等の特性を踏まえつつ、審議会等の設置及び運営に関する指針に基づ
き、広く各界、各層及び各年齢層から委員を選任するよう努めていく。 

（総務部 行政改革推進課） 
 
 
 
・勤労者団体を含む多様な立場からの委員参画を計画的に進めるために、

本市では審議会等の設置及び運営に関する指針を策定し、委員選任時
の基準を定めている。 

・引き続き、各団体からの推薦枠と一般市民公募枠を併用し、多様な立
場からの委員参画を計画的に推進し、実効性の高い審議体制を構築し
ていく。 

（総務部 行政改革推進課） 
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